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ご あ い さ つ 

 

大阪湾広域臨海環境整備センターは、大阪湾圏域の広域処理対象区域から発生する廃棄物

を適正に処理し、圏域の生活環境の保全を図るとともに、港湾の秩序ある整備により港湾機

能の再編・拡充を図り、地域の発展に寄与することを目的として昭和 57年に設立されました。

以来、本センターでは、大阪湾フェニックス事業として、大阪湾内に尼崎沖、泉大津沖、神

戸沖及び大阪沖の４最終処分場を整備し、近畿２府４県 168 市町村、約 2000 万人の圏域から

発生する廃棄物の最終処分を行っています。 

瀬戸内海の海水面を埋め立てるという大阪湾フェニックス事業の特性上、広域処理対象区

域においては、３Ｒの推進等により、最終処分量を減量化することが必要です。廃棄物の受

入、船による運搬、揚陸、埋立等の作業に当たっては周辺環境に悪影響を及ぼすことがない

よう、環境保全措置を継続的に改善・強化することが求められます。また、これまでに整備

した処分場のうち、尼崎沖及び泉大津沖の管理型区画については、既に廃棄物の受入れを平

成 13 年度に終了しており、早期廃止に向けた検討を行っているほか、現在管理型処分場とし

て稼働している神戸沖及び大阪沖に続く新たな埋立処分場を確保するため、フェニックス３

期神戸沖埋立処分場（仮称）の建設に向けて環境影響評価手続に着手したところです。 

このように、フェニックス事業を初めとする海面処分場では、事業の進捗に合わせた様々

な課題を抱えています。海面処分場を用いた廃棄物の広域処理を円滑に推進していくために

は、発生している課題に対処するだけではなく、地域社会に安心をもたらす事業として、地

域の信頼を得ることが不可欠であり、廃棄物分野の基礎研究、応用研究等を積み重ね、より

適切な事業スキームの構築、廃棄物処理システム全体の最適化、効率的な事業運営に必要な

技術開発を推進していくことが必要です。 

｢廃棄物の適正処理・水処理に係る調査研究助成制度｣は、センターの公益事業の一環とし

て、大阪湾圏域における循環型社会の形成と廃棄物の適正処理及び水処理に寄与する調査研

究を対象として、大学・研究機関等における若手研究者に対して助成を行うものであり、平

成 20 年度から実施しています。廃棄物分野を取り巻く環境は刻々変化しており、本制度が、

本分野の調査研究、技術開発を加速させ、センターのみならず、同様の課題を抱える海面処

分場等の持続的な発展に寄与することを期待しています。 

本要旨集には、平成 28 年度に採択された９件の研究成果の概要を掲載しています。本要旨

集をお読みになった皆様のお役に立てば幸いです。 

 

 

平成 29 年７月 19 日 

大阪湾広域臨海環境整備センター 

理事長  荒木 一聡 
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海面処分場内水位以深に存在する焼却残渣埋立物におけるﾏﾝｶﾞﾝの動態解明(その 3) 

 

○東條安匡・岡本侃大・松尾孝之・松藤敏彦（北海道大学大学院工学研究院） 

 

１．はじめに 

著者らは、一昨年度および昨年度、本助成制度により「海面処分場内水位以深に存在する焼却残渣

埋立物におけるマンガンの動態解明（その 1 およびその 2）」を実施してきた。これまでの検討から、

以下のことが明らかとなった。 

(1) 内水中の Mn 濃度は pH に強く支配され、pH=9 程度で急激な濃度減少を生ずる。(2) ORP は pH

に比べて Mn 濃度への影響は小さい。(3) 高 pH での Mn 濃度低下は、pH8～9 で MnCO3および pH10

以上で Mn(OH)2 の沈殿を形成するためである。(4) 焼却灰層への内水の循環で、pH を上昇させ、Mn

の濃度を低下させることができる。(5) 早期に内水ポンド内の Mn 濃度を低下させるためには、100m

四方の面積に日量 4000t 以上の内水を循環させれば、4 年以内に 0.5mg/L 以下に低下させることがで

きる。 

ただし、これまでの検討の多くは、内水のみを対象としており、Mn の主たる溶出源である鉱さい

を共存させた場となっていない。神戸沖処分場では、現在でも焼却灰量と同程度の量の鉱さいが月に

よっては搬入・埋立処分されている。すなわち、鉱さいが共存する系を検討することは不可欠である。

また、平成 27 年度に実施した内水の焼却灰層への循環実験では、循環位置として、①陸域表面部、

②陸域内部、③内水位以深を想定して 3 つの系（系 1：不飽和・好気、系 2：不飽和・嫌気、系 3：飽

和・嫌気的）、を作成したが、嫌気雰囲気を意図した系 2、3 においても ORP は高い状態のままであ

り、嫌気的・還元雰囲気を再現できなかった。実際の神戸沖処分場の内水ポンドでは、既往の報告に

ある通り、深部ではかなり強還元的な雰囲気が形成されている。したがって、そのような雰囲気下に

おける影響も考慮する必要がある。加えて、平成 27 年度の内水循環実験では、追加系として系内（タ

ンク内ヘッドスペース、焼却灰カラムの空間部）を N2 では無く、CO2 パージした系を設定し、内水

の循環を行った。その結果、pH の上昇は起こらず、Mn 濃度の低下は起こらなかった。pH が Mn 濃

度低下を支配していることから当然の結果である。但し、中性化は焼却灰層で必ず起こりうる重要な

反応であることから、その進行速度を明らかにする必要がある。 

そこで、平成 28 年度は最終年度として、上記した 3 つの課題点を対象として以下の 3 つの検討を

実施した。①鉱さい共存下における Mn 濃度低減現象の確認：昨年用いた実験装置にて内水中に鉱さ

いを投入した条件で、内水の焼却灰層への循環を行い、Mn 濃度を追跡する。②強還元雰囲気が Mn

濃度低減に与える影響の確認：強還元雰囲気が Mn 濃度の挙動、特に、浸出水循環の効果に与える影

響を確認する。内水ポンドを模擬したタンク内に、鉱さいとともに還元剤を添加して、焼却灰層への

循環実験を行う。③焼却灰の中性化の進行速度：不飽和の焼却灰層で中性化が進行する速度を実験的

に検討し、中性化の進行の程度を確認する。本稿では、③については割愛する。 

代表連絡者：東條安匡（北海道大学大学院工学研究院） 
〒060-8628 札幌市北区北 13 条西 8 丁目 TEL 011-706-6828、tojo@eng.hokudai.ac.jp 
キーワード：海面処分場、溶解性マンガン、pH、内水ポンド 
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２．調査研究方法 

2.1 内水と焼却灰 

試料は、一昨年度採取した鉱さいと、昨年度採

取した試料（焼却灰、内水）を使用した。鉱さい

は、神戸沖処分場に搬入される製鉄所鉱さいを約

20kg、神戸基地にて採取した。試料は可能な限り

空気と接触しないよう、多重にしたビニール袋に

詰め、プラスチック製のペール缶に入れ密封した。

実験室に持ち帰った試料は、2kg 程度を 60℃で

24 時間乾燥させ、その後ジョークラッシャー

（Retsch 社製 BB-50）にて、粒径 2mm 以下に

粉砕した。焼却灰は神戸基地のストックヤードに

て採取し、内水は神戸沖処分場にて採取した。焼

却灰は、搬入車両がストックヤードに展開した堆

積場所からスコップにより合計 30kg 程度を採取した。試料は可能な限り空気と接触しないよう、多

重にしたビニール袋に詰め、密封した。内水は、神戸沖処分場の水処理施設内第一汚水計量槽から、

サイフォンにより 18L ポリタンクへ採水した。合計 180L 採取し、採取後、試料水が空気と触れない

ようにヘッドスペースの空気を排除した。 

2.2 内水の焼却灰層循環による Mn 濃度低減に鉱さいが与える影響 

 昨年度実施した内水の焼却灰層への循環試験に鉱さいを共存させ、そこからの溶出が Mn 濃度の低

減にどのような影響を与えるのかを検討した。実験装置を図 1 に、実験条件を表 1 に示す。内水ポン

ドを想定したタンク内に内水を 18L 注入後、鉱さいを設定量投入した（表 1）。また、上部空間は大

気開放し、焼却灰充填カラムも上部は大気開放した。この装置を 3 基作成した。カラムに焼却灰を 200g

充填し、ポンプを作動させ内水を 2mL/min で循環させた。一定時間ごとに三方コックの位置から内水

を採取し、pH、ORP、Mn 濃度を測定した。循環は 216 時間（L/S=86）まで行った。 

表 1 各系の具体的な実験条件 

2.3 強還元雰囲気が Mn 濃度低減に与える影響の確認 

 図 2 に示す実験装置を使用した。タンク内に内水を 15L 注入し、その後鉱さいを 200g 投入した。

さらに、還元雰囲気とするために内水中に 0.001mol/L となるよう硫化ナトリウム（Na2S）を添加した。

装置上部のカラムには、2mm 以下に破砕し粒度調整した焼却灰を 200g 充填した。その後、酸化雰囲

気となることを抑制するために焼却灰充填カラムのヘッドスペースと内水タンクのヘッドスペース

を N2パージした。その後、図 2 左下に位置する Tube ポンプを稼働させ内水の焼却灰層への循環を開

始した。循環流量は、2mL/min とした。一定時間ごとに、三方コックの位置から内水 50mL を採水し、

その内水の pH、ORP および Mn 濃度を測定した。 

系 焼却灰 
[g] 

鉱さい 
[g] 

鉱さい／焼却灰
[-] 

内水
[L] 

焼却灰充填高さ 
[cm] 

焼却灰充填密度 
[g-wet/cm3] 

1 200 100 0.5 18 13.5 1.08 
2 200 200 1 18 13.5 1.08 
3 200 1000 5 18 14 1.04 

内水
18L

アクリルパイプ

ポアロンチュ―プ

Masterflex
Tubeポンプ

アクリル製
円柱カラム

オープンテーパータイプ
20Lプラスチックペール缶

撹拌子

スターラ―

三方コック

試料採取

ボール
フィルター

焼却灰
200g

20mm

鉱さい

金網

図 1 鉱さいが共存する場での内水の焼却灰層

への循環試験装置 
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３．結果と考察 

3.1 内水の焼却灰層循環による Mn濃度低減に鉱さいが与え

る影響 

 図 3 に内水中の鉱さい投入量を変えて行った 3 系での実験

結果を示した。図 3(a)は Mn 濃度の推移を示したものである。

鉱さい量の少ない系 1 では緩やかな低下傾向を示したが、

1mg/L をやや下回るレベルで濃度の低下は抑制された。昨年

度、内水のみで実施した焼却灰への循環実験では、L/S=70 で

0.2mg/L を下回る濃度にまで低下したが、そのような大幅な低

下は確認できない。鉱さい量を増加させた系 2、3 ではさらに

濃度低下は緩慢で、単に 1～2mg/L の範囲で変動しているよう

にも見える。同図(b)は pH の変化を示した。pH は鉱さい投入

直後に約 8.6（系 1）～9.2（系 3）に上昇した（内水の初期 pH=7.7）。

鉱さいの主要構成元素は Ca, Si, Fe, Al であり、主に Ca の溶出

により pH が上昇したものと思われる。その後、系 1 では 9.5 前後、系 2 では 9.8 前後、系 3 では 10.5

前後で推移した。同図(c)には、pH と Mn 濃度の関係を示したが、点は系 1~系 3 へと鉱さい量が多く

なるほど pH が上昇する右方向へシフトし、それに伴い、Mn 濃度もやや低下しているように見える。 
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(a)各系での経過時間及び L/S
での Mn 濃度の変化 
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(b)各系での経過時間及びL/Sで

の pH の変化 
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(c)各系での pH と Mn 濃度の関

係 
図 3 内水の焼却灰層へ循環に鉱さいを共存させた場合の Mn 濃度、pH の変化 

 神戸沖処分場で問題となっているのは、内水中の Mn 濃度が神戸市の設定している放流水基準

2mg/L とほぼ同等であることにある。昨年度の内水のみの焼却灰層への循環では、基準値を大幅に下

回る 0.2mg/L まで低下したが、鉱さいが共存することで、1～2mg/L の範囲で Mn 濃度は維持され、そ

れ以上の低下が難しいことが解った。これは、焼却灰への循環で意図している pH の上昇による Mn

濃度の低下とは違う現象が Mn 濃度を支配していることを意味する。そこで、何故 Mn 濃度が低下し

ないのかを平衡計算から考察してみる。 

 pH=9 以下で形成される Mn 沈殿は主に MnCO3 であり、pH が 10 を過ぎてから Mn(OH)2 の生成が開

始する。そこで、今、内水中に固体の MnCO3が大量に存在し、その状態で pH を上昇させていく系を

考える。内水組成は、実際に神戸沖処分場の内水を分析して得た値を使用した。図 4 が計算結果であ

る。(a)図に示す通り、内水中には大量に Ca と Mg が存在し、Mn 濃度は pH=10 まで 3.7mg/L で維持

される。これは MnCO3の溶解平衡によるものである。(b)図に無機炭素と炭酸イオン濃度を、(c)図に

内径5cm
円柱カラム

漏斗

金網焼却灰
200g

オープンテーパータイプ
20Lプラスチックペール缶

内水
15L

Masterflex
Tube
ポンプ

アクリルパイプ

ポアロンチューブ

三方コック

試料
採取口

スターラー

撹拌子
鉱さい

N2

N2パージ

還元剤Na2S添加

図 2 還元条件での循環実験装置
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この系で生成する沈殿を示すが、pH=7.5 から CaMg(CO3)2の生成が起きており、その沈殿生成に CO3
2-

を奪われ、炭酸イオン濃度が低くなる結果、MnCO3の溶解度積を下回り、Mn は上記した濃度で維持

される。pH=10 を超えると、さらに CaMg(CO3)2の沈殿生成が加速される。ここで CO3
2-の濃度上昇が

起こるのは、固相にに大量に存在する MnCO3 の溶解によるものである。さらに pH が上昇し、10.5

を超えると固相 MnCO3 がさらに溶解し、Mn(OH)2 に変わる様子が図(c)から確認できる。すなわち、

今回の実験で Mn 濃度が 1~2mg/L より低下しないのは、鉱さいから溶出した Ca と内水中の Mg から

CaMg(CO3)2が生成し、その反応により IC が奪われるため、pH=9~10 の領域では Mn が MnCO3を形

成できないためであると考えられる。 

3.2 強還元雰囲気が Mn 濃度低減に与える影響の確認 

図 5 に Mn 濃度及び pH と

ORP の変化を示した。初期

ORP は還元剤の添加により

-260mV まで低下した。しか

し、Mn 濃度は、前節の実験

とほぼ同じ濃度範囲で推移

し、還元雰囲気が Mn 濃度を

上昇させることはなかった。

したがって、本実験での Mn

濃度も CaMg(CO3)2 の生成に

よる IC の欠乏により決定されているものと推察される。なお前節の実験と本実験のいずれにおいて

も内水を循環中に内水タンク内に多量の白色沈殿が生成した。XRF による分析の結果、Mg, Ca, Cl, Na

であり、Mn も約 1%含まれていた。この沈殿の性状からも前節で示した反応が生じていたことが強く

示唆される。 

４．まとめ 

神戸沖処分場において内水中の Mn 濃度を低下させるために、焼却灰層への内水の循環を提案し検

討を行ってきた。しかし、鉱さいが共存する場合、ドロマイト（CaMg(CO3)2）の生成により IC が消

費され Mn 濃度を大きく下げることができないことが解った。焼却灰層を通過した直後はより高い pH

であり水酸化物沈殿を形成していると考えられることから、循環後は内水ポンドに戻さず、水処理施

設から排除することが現実的な手段であると思われる。 
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(c)沈殿 
図 4 内水中に MnCO3 が大量に存在する系での液相と固相の各種組成の変化 
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図 5 強還元雰囲気での内水の焼却灰層への循環の結果
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新規高効率リン蓄積細菌の探索・同定とその生物学的栄養塩除去プロセス

への適用に関する調査研究（その３） 

 

○今井 剛 山口大学大学院創成科学研究科 

 

1. 調査研究目的 

本調査研究では,枯渇性資源であるリンの回

収技術として,他の技術よりも低コストで排水

からのリン回収が可能な生物学的リン除去法

においてリン除去を担う微生物であるポリリ

ン 酸 蓄 積 細 菌 (Polyphosphate Accumulating 

Organisms: PAOs)に着目した。この PAOs は細菌

群であり複数の種類が存在するが,過去の PAOs

に関する研究は,ほとんどが下水処理場内の淡

水性 PAOs に関するものであり,報告された問題

点として,生物学的リン除去において,塩分存在

下ではリン除去能力が大きく低下することが

挙げられる。そこで本調査研究では ,耐塩性

PAOs の存在を期待して,生物学的リン除去プロ

セスと同様に嫌気・好気環境が常に存在し,塩分

が存在する干潟表層土壌を植種源に培養を行

った。また,既往の PAOs の集積(大量)培養方法

に問題点があったことより,新たな培養装置の

導入も試みた。そして,既往のサンプルに対して

微生物群集構造解析を行い,菌叢評価を経て耐

塩性 PAOs の種類を系統分類する。さらに単離

した高効率 PAOs の生物学的リン除去プロセス

への組み込みを検討することを目的とした。 

2. 実験方法 

2.1 土壌採取地点の検討実験 

2.1.1 採取試料 

本研究では海岸部から約 200mの地点(Point1)

と約 300mの地点(Point2)でそれぞれ干潟表層土

壌を採取し,採取場所の違いが培養に影響を与

えるのか調査した。植種源には福岡県福岡市和

白の和白干潟の干潟土壌を用いた。 

2.1.2 使用培地ならびに培養方法 

生物学的リン除去において,PAOs は嫌気時に

排水中の有機物を摂取し基質として菌体内に

貯蔵する際にリン酸を体外に放出する。このた

め好気時には,排水中に有機物がなくても貯蔵

基質を利用して,放出した以上のリン酸を菌体

内に取り込む。培養実験に使用した培地の組成

ならびに実験条件を表 1 に示す。嫌気培養時に

は,既往の研究において PAOs 培養に使用された

CH3COONa とC2H5COONa とを主な炭素源とし

た。また,前述の PAOs の特性を生かすため,好気

培養時にはこれら基質量は 0 として,PAOs のみ

の優占を図った。さらに培地中の塩分濃度は海

水と同じ3.5％とした。培養容器には容量 300mL

三角フラスコを使用した。本研究では微生物保

持能力に優れているスポンジ担体を採用し,2cm

角のポリウレタン製スポンジを使用した。PAOs

のリン除去能力は温度によらないと報告され

ていることから室温で培養実験を行い,試料の

撹拌には振とう器を使用した。嫌気時には試料

は静置し嫌気状態として,好気時は撹拌を行う

ことで好気性微生物が活発に活動できる

2[mg/L]以上の溶存酸素を確保した。 

表 1 使用培地の組成ならびに実験条件 

 

2.1.4 水質測定項目（PO4-P,TOC） 

試料中における PAOs 優占の確認は,嫌気時の

リン放出,好気時のリン摂取の（PO4-P）値と嫌気

培地組成 嫌気培地 好気培地

CH3COONa 200mg-COD/L 0

C2H5COONa 200mg-COD/L 0

KH2PO4 5mg-P/L 5mg-P/L

NH4Cl 1mg-N/L 1mg-N/L

人工海水の素 35,000mg/L 35,000mg/L
運転条件 嫌気時 好気時

運転時間[h] 4 8
攪拌速度[h] 0 150
温度[℃] 室温 室温
pH 7.9±0.1 7.9±0.1
塩分濃度[%] 3.5 3.5
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時の全有機炭素（TOC）消費量の結果から判断

した。そのために PO4-P 及び TOC を測定した。 

2.2 培地の炭素源の変更実験 

既往の研究においては他の淡水系 PAOs の培

養を参考に,使用する嫌気培地の炭素源には

PAOs の競合細菌であるグリコーゲン蓄積細菌

(GAOs)の増殖を抑制するために酢酸とプロピ

オン酸とを使用していた。本研究では嫌気培地

中の炭素源に既往のもの,酢酸のみ,プロピオ

ン酸のみ,の 3 種類を用い,耐塩性 PAOs の培養

にどのような影響が出るのか調査した。各培地

の組成を表３に示す。なお,培養方法・条件に関

しては 2.1.3 の方法と同様の方法で行った。 

表３ 各種培地の組成 

 

2.3 新規培養装置の導入 

既往の培養方法においては,好気時に振とう

器による撹拌を必要としていたため,培養日数

が進むにつれてスポンジ担体が磨耗してしま

うという問題点があった。また,大量に PAOs を

培養することを考えた場合,曝気(本調査研究で

は撹拌)にかかるコストの削減は重要である。そ

こで新たに,散水ろ床法の一種である下向流ス

ポンジ懸垂(Down-flow Hanging Sponge :DHS)リ

アクターを導入した。図１に装置の模式図を示

す。DHS は反応器内にスポンジ担体を懸垂また

は充填した装置で,反応器内を排水で満たすこ

とで嫌気状態を作り出し,好気時には反応器の

上部より排水を散水することで,排水とともに

酸素をスポンジ内に供給できる(図 2)。つまり,

好気時の撹拌等を必要としない装置であるた

め,スポンジの磨耗の心配がなく,さらに曝気コ

ストが削減できる。また,本研究ではフラスコで

の培養実験を DHS と同条件で行い,両者を比較

することで DHS の有用性を検討した。各培養

条件を表 4 に示す。 

 

 

図１ DHS リアクターの模式図 

 

 

図２ DHS リアクターの原理 

 

表 4 DHS 等の培養条件 

 

 

2.4 微生物群集構造解析 

昨年度の調査研究にて抽出した 16S rRNA 領

域を対象に PCR による増幅を行った試料に対

して、次世代シーケンサーを用いた微生物群集

構造解析を行った。なお、微生物群集構造解析

はタカラバイオ株式会社に委託した。 

3.実験結果と考察 

3.1 土壌採取地点別の培養 

図３に Point1,2 における各種測定結果を示す。

嫌気時のリン酸放出ならびに TOC 消費,好気時

のリン酸摂取の結果より ,Point2(海側)より

Point1(海岸側)から採取した土壌から培養した 

嫌気培地組成 既往培地 酢酸のみ プロピオン酸のみ

CH3COONa 200mgCOD/L 400CODmg/L 0

C2H5COONa 200mgCOD/L 0 400CODmg/L

KH2PO4

NH4Cl

人工海水の素

5mgP/L

1mgN/L

35,000mg/L

培養条件 DHSリアクター フラスコ培養(DHS比較用)既往のフラスコ培養

スポンジの個数[個] 10

スポンジの総体積[cm3] 80

培地の量[ml] 150

7

56

500

培養条件
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図 3 Point1,2 における各種測定結果 

サンプルの方が優位であると考えられた。原因

としては標高の差が考えられ,測量等の詳細な

データはないものの Point2の方が海側であり低

い標高と考えられる。土壌を採取した日は大潮

であり,通常では干出しない Point2 も干潟にな

っていた。つまり、通常時は干出せず,そのため

好気環境になりにくく、嫌気/好気環境を繰り返

す場所に生息する PAOs は Point1 に比べて少な

かったと示唆される。 

 また,H28 年度のサンプルは H27 年度の和白

干潟を植種源としたサンプルよりリン放出・摂

取の能力が低下していた。これに関しては,植種

源である土壌を採取した時期の違いが影響し

ていると考えられる。本年度(5/19)は前年度

(7/11)に比べて約二ヶ月早い時期に採取を行っ

た。他の研究において,和白干潟における N/P 比

は夏場(8 月)にもっともレッドフィールド比に

近づくことが示されており,レッドフィールド

比により近かった昨年度に採取した土壌の方

が PAOs を含む全微生物量が多かったのではな

いかと考えられる。 

3.2 DHS ならびにフラスコでの培養結果 

図４に DHS ならびに比較用フラスコ培養の

嫌気時及び好気時におけるリン酸濃度の挙動

の結果を示す。 

 

図４ DHS ならびにフラスコでの培養結果 

フラスコ培養に関しては,測定を開始した培

養 16 日目よりリン酸放出が確認され,DHS では

少し遅れて培養 18 日目より確認された。その

後 ,DHS では最大で 1.76mg/L,フラスコでは

0.9mg/L のリン酸放出を示した。しかし,両サン

プルとも培養 40 日目付近よりリン放出量が減

少し始め,最終的にリン放出が確認されなくな

った。原因としては硫酸塩還元細菌との基質の

競合が考えられる。培養が進むにつれてサンプ

ルから徐々に硫化水素臭のような臭いが発生

し,スポンジ担体の色も黒く変色していった。こ

のことより,担体内に硫酸塩還元細菌が増殖し

たことが示唆された。 

DHS1 における好気時のリン酸摂取は平均で

1.53mg/L(培養 61 日目において最大値である

2.33mg/L を示した)。一方で,フラスコ培養にお

けるリン酸摂取は平均で 0.72mg/L(培養 25 日目

において最大値である 1.11mg/L を示した)であ

った。予想では,曝気・撹拌等を行っていないた

め DHS の方が処理能力で劣ると考えていたが,

結果は DHS1 の方が優位であった。 

3.3 改良型 DHS による培養結果 

3.3.1 改良型DHS リアクター 

 3.2 の結果より,DHS による培養に優位性が
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示されたため,改良した DHS(以後 DHS2)による

培養実験を実施した。DHS2 には新たに培地排

出用ポンプを 2 台導入し,装置をオートメーシ

ョン化させた。また,処理する培地の量を 500ml

から 300ml,スポンジ担体の数を 7 個から 6 個に

変更した。また,比較用に同条件でフラスコによ

る培養も行った。 

3.3.2 培養結果 

図５にそれぞれの培養結果を示す。 

 

図５ DHS2 ならびにフラスコでの培養結果 

 

好気時のリン酸摂に関しては両者で確認さ

れたが,DHS2 のリン酸摂取量はごくわずかであ

った。これに関しては,装置内に空気が上手く供

給されていない可能性が考えられたため,培養

73 日目において装置に空気穴を作成し,装置内

への空気の供給を促した。その結果,リン酸摂取

量は増加し,最終的には 0.51mg/L に達した。嫌

気時のリン酸摂取に関しては,両培養法とも確

認されなかった。さらに,好気時のリン酸摂取量

に関しても処理能力が 3.2の培養結果よりも低

下した。本研究ではスポンジ担体を違う種類の

ものに変更したため,菌体の固定に問題があっ

たことが原因と考えられる。 

3.4 基質変更がリン酸摂取に及ぼす影響 

 各培地を使用した培養における平均リン酸

摂取量を表５に示す。 

好気時の平均リン酸摂取量は,炭素源にプロ 

表５ 各培地でのリン酸摂取量 

 

ピオン酸を用いたサンプルにおいて最も高い

値を示した。また,嫌気時のリン酸放出はすべて

のサンプルにおいて安定的に確認されなかっ

たが,炭素源がプロピオン酸の培養においては,

培養終盤に安定的に確認された。これはグリコ

ーゲン蓄積細菌が成長しにくいとされるプロ

ピオン酸を基質として用いたことの効果であ

ると考えられる。以上より,耐塩性 PAOs の培養

においては炭素源にプロピオン酸を使用する

ことが有効であると考えられる。 

3.5 微生物群集構造解析結果 

山口湾の 59 日目のサンプルより,耐塩性の

PAOs と思われる Beggiatoa の存在が確認さ

れた。その近縁な種には好気時にポリリン酸並

びにPHAの合成を行うAcinetobacterがおり,

この種がリン処理に関与したと考えられる。 

4. 本研究調査のまとめ 

 本研究は干潟表層土壌からの耐塩性 PAOs の

培養を試みたものである。その結果,沿岸部に近

い地点の土壌で高いリン酸摂取能力が確認さ

れた。このことより,耐久性 PAOs は潮の干満の

ある沿岸部に多く存在していると考えられた。

微生物群集解析の結果から、耐塩性 PAOs と考

えられている Beggiatoa の存在が確認され、ま

た , 新 種 の 耐 塩 性 PAOs の 存 在

(RhodobacteralesあるいはArcobacter)が示唆

される結果が得られた。使用する培地に関して

は,炭素源にプロピオン酸を用いることが有効

であることが明らかとなった。また、耐塩性

PAOs を生物学的リン除去プロセスへ組み込む

ためには大量培養が欠かせず、大量培養装置と

して DHS を導入した結果、その構造に関して

はさらなる改良が必要であるものの、その適用

の可能性が示された。 

酢酸+プロピオン酸 酢酸 プロピオン酸

平均リン酸摂取量 0.67mg/L 0.168mg/L 0.86mg/L
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一槽式SADシステムによる海面埋立管理型処分場浸出水の 

高効率・低コストの窒素低減技術の提案 

 
○相子 伸之（地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所） 

山際 秀誠（和歌山県工業技術センター） 

諏訪 裕一（中央大学理工学部生命科学科） 

 

 

1.調査研究目的 

海面埋立管理型処分場の浸出水には高濃度のアンモニア態窒素（NH4-N）が含まれており、埋立

が終了した後も水質を管理し、基準値を守って排水しなればならない。埋立終了から処分場の廃止

までには長期間を要するため、その期間は処理施設を稼働し続けなければならず、膨大な維持管理

コストがかかる。 
窒素処理には、概ね従来から硝化／脱窒プロセスが適用されている。脱窒には、微生物に容易に

分解される電子供与体となる有機炭素（BOD）が必要である。埋立初期の浸出水にはBODは十分

に含まれているが、埋立終了後はBODが低下するため、メタノールなどの有機物を添加しなけれ

ばならず、維持管理コストを高める要因の1つとなっている。 
著者らの先行研究で、堺7-3区処分場あるいは泉大津沖処分場の調整池では滞留期間中に窒素濃

度が低下していることが明らかになった。また、この窒素低下には、アナモックス菌（anammox：
anaerobic ammonium oxidation：嫌気的アンモニア酸化）の関与が示唆された。アナモックスは、

嫌気条件下においてNH4-Nを電子供与体、亜硝酸態窒素（NO2 –N）を電子受容体としてN2に還

元する独立栄養的脱窒反応であり、従属栄養的な脱窒プロセスと異なり電子供与体として有機炭素

を必要としない。さらに、硝化／脱窒法に比べて供給酸素量が節約でき、余剰汚泥の発生も少ない

などのメリットがあるため、効率的かつ経済的な脱窒プロセスとして期待が高まっている。 
本研究では、このアナモックスと部分的亜硝酸化を融合した高効率・低コストの窒素低減技術

（SAD (Simultaneous Anammox and Denitrification) システム）の構築を目指して、まず部分的

亜硝酸化とアナモックスを1つの処理槽で同時に実現できるパイル担体へ調整池水中の細菌群集を

集積させ、窒素除去性能を検討する。 
 
 

                                                  
【連絡先】相子伸之 地方独立行政法人 大阪府立環境農林水産総合研究所 環境研究部  
住所：〒583-0862 大阪府羽曳野市尺度442  TEL：072-979-7064 FAX：072-956-9790   
E-mail：aiko@mbox.kannousuiken-osaka.or.jp 
キーワード：浸出水調整池、窒素循環、、anammox、硝化、脱窒  
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2.調査研究方法 

（1）部分的亜硝酸化／アナモックス一槽式リアクターによる低濃度アンモニア態窒素の除去性能 

和歌山県工業技術センターにおい

て集積し、冷蔵保存した種汚泥を用

いて、パイル担体ユニットを浸漬し

た一槽式部分亜硝酸化／アナモック

スリアクターを構築した。この一槽

式処理が進行しているリアクターに

BOD 源として易分解性有機物を添

加することによって、アナモックス

処理と脱窒処理が同時に進行する

SAD システムによる窒素除去が進

行するか検証した。図1にその概略

図を示す。パイル担体（オーヤパイ

ル社製：試作品15ZJ02）を、縦30 

cm、横16.5 cmに裁断したもの四枚を、アルミフレームに取り付けて固定化材を作製し、20 Lス

ケールの一槽式アナモックス処理槽に設置し、種汚泥を initial MLSS = 約1,500 mg/Lになるよう

に投入した。添加した空気は、リアクター下部に設置した散気管より通気した。このリアクターに

は、100 mg/LのNH4-Nを含む合成浸出水を連続的に流入した。リアクターにおける滞留時間を、

4.3 時間になるように調整した。リアクターのアナモックス処理が安定した後、147 日から 157 日

の期間、合成浸出水に有機態炭素（TOC）濃度が平均34mg/Lになるように易分解性有機物として

酢酸ナトリウムを追加した。なお、この期間の平均処理温度は26.0℃であった。 

 

（2）現地リアクターで集積した汚泥を用いた一槽式リアクターの構築 

泉大津管理型処分場の浸出水処理施設に設置したパイル担体ユニットでアンモニア酸化細菌、脱

窒菌、アナモックス菌含む汚泥を集積した。担体上に集積されたこの汚泥を採取し、実験室内にお

いて容量が5.4 Lの一槽式SADリアクターに投入した。このリアクターの仕切り板に、パイル担

体（9RA- 91-70）を設置した。このリアクターに、合成浸出水を滞留時間12～24時間で連続的に

流入した。リアクターにはプロペラを設置し、リアクター内の水を撹拌した。水温は、ヒーターに

より25℃に調整した。実験開始124日目～138日には、エアポンプで緩やかに通気し空気を供給し

た。 

図1 パイル担体を用いたSADシステムの概略図 
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（3）集積した汚泥の付着量とアナモックス・脱窒活性 

調整した底泥スラリーをArガスをパージした後、嫌気箱内で30 mL容バイアルに入れブチルゴ

ム栓をした。その後、スターラーで撹拌しながら、バイアル内を置換装置でHeガスに置換した。 
バイアルサンプルは6本用意し、3系列2連の添加方法で窒素源をガスタイトシリンジを用いて

添加した。すなわち、バイアル1～4は、NH4-Nを400 µMと硝酸態窒素（NO3-N）を1000 µM
の終濃度となるように2種添加した。バイアル1、2にはNH4-Nに 15N標識した 15NH4Clと標識

のないNaNO3を、バイアル3、4には標識のないNH4Cl とNO3-Nに標識したK15NO3をそれぞ

れ添加した。また、バイアル5、6にはNH4-Nを400 µMのみを終濃度となるように添加した。ア

ナモックス活性あるいは脱窒活性は、これらのバイアルごとの時間あたりの 29N2あるい 30N2の発

生量として評価した。 
 

3.結果および考察 

（1）部分的亜硝酸化／アナモックス一槽式リアクターによる低濃度アンモニア態窒素の除去性能 

処理水中のTOC濃度は、5 mg/L程度と

低濃度であり、リアクター内で速やかに消

費された（図表には示していない）。有機物

添加初期では窒素除去率が高まった。これ

は、有機物添加により栄養源が補給され脱

窒活性が高まったことが推察された。しか

しながら、有機物添加から9～10日目には

除去率は低下した。このとき汚泥が若干黒

みがかり、硫化水素の発生も疑われたが、

詳細については不明であった。一方で、有

機物添加終了後は速やかに除去率が定常期

と同様まで回復した。 
 

（2）現地リアクターで集積した汚泥を用いた一槽式リアクターの構築 

処理水の全溶存態窒素（TDN）は、流入水のTDN 濃度を50mg/L 程度とした処理開始後6日目

あるいは13日目では、21.3 mg/Lあるいは27.7 mg/Lとなった（図表には示していない）。流入水

のTDN濃度を100 mg/L程度とした処理開始後20日目～125日目までは18.2 mg/L～75.5 mg/L

の範囲を変動した。エアレーション開始1週間後から急激に上昇し、処理開始後130日目には101.8 

mg/L と流入水の濃度に迫るほど上昇した。エアレーションを停止すると徐々に低下し、処理開始

後193日目には16.8mg/Lになった。その後、239日目までは21.7 mg/L～41.2 mg/Lで推移した。

図2 一槽型アナモックス処理からSADシステム

への移行時の全窒素（TN）の経日変化 

図中の網掛けは有機物添加時を示す 
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流速を上げ、窒素負荷を高めた328日

目には70.5 mg/Lまで上昇したが、そ

の2日後の330日目には32.7 mg/Lま

で低下した。 

流入水あるいは処理水のTDN濃度

と処理水の流入量から、窒素負荷速度

（NLR）と窒素処理速度（NRR）を

算出し、図示した（図3）。NLRを28.1

～317.0 g/m3/dayの範囲でアンモニア

態窒素を負荷したところ、NRRは5.0

～209.8 g/m3/day の範囲で変動した。

NRRは、エアレーション開始1週間

後から急激に低下し、処理開始後130日目には5.0 g/m3/dayとなり、エアレーション停止後1週間

後から徐々に上昇し、処理開始後193日目には92.7 g/m3/dayとなった。NLRを317.0 g/m3/day

あるいは290.0 g/m3/dayと高めた処理開始後328日目あるいは330日では、NRRはそれぞれ129.0 

g/m3/dayあるいは209.0 g/m3/dayと高まった。このリアクターにおけるNRRの全期間の平均は

117.5 g/m3/dayとなった。 

 

（3）集積した汚泥の付着量とアナモックス・脱窒活性 

 泉大津処分場に設置したリアクターの1ヶ月後に付着していた汚泥では、アナモックス速度は脱

窒速度より低く見積もられた（表1）。一方で、12ヶ月後に付着していた汚泥では、アナモックス

速度は脱窒速度より低く見積もられたが、アナモックスの占める割合は高まった。このことから、

時間の経過に伴い汚泥付着が進むにつれて、付着汚泥中のアナモックス活性の割合が高まることが

推察された。 

 和歌山県工業研究センターあるいは大阪

府立環境農林水産総合研究所に設置したリ

アクターの汚泥では、アナモックス速度は

脱窒速度より高く見積もられた（表1）。 

本研究の結果から、実験室でパイル担体

リアクターを用いて有機炭素を含まない合

成浸出水で処理することで、アナモックス

活性が高まることが示唆された。 

 
図3 窒素負荷速度（NLR）と窒素処理速度（NRR） 

の経日変化 

図中の網掛けはエアレーション時を示す 
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表1 汚泥のアナモックスおよび脱窒活性 

試料 
活性（µg/gVSS/hr） 

アナモックス 脱窒 

泉大津担体上 
  

1 ヶ月 47 226 

12 ヶ月 58 133 

室内試験 
  

和歌山 319 51 

大阪 173 49 
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